2012北海道人事委員会勧告に関わる声明
1． 北海道人事委員会は10月5日、公民較差について、公務より民間が給与削減前で66円(0.02%)、削減後で22,071円(5.8%)、一時金についても削減前で0.02月(削減後では0.12月)高いものの、削減前の較差が極めて小さいことから、月例給及び一時金ともに改定を見送る勧告を行った。また、高齢層職員の給与抑制を理由に、50歳台職員を中心とする「昇給・昇格制度の見直し」についても、勧告・報告した。一方、独自削減については、これまでと同様ではあるが、「異例なことであり、早期の適正化を要請する」と報告で言及した。
2． 地公三者共闘会議（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は、2012道人事委員会勧告に向け、独自削減の停止、月例給の水準維持と生活を守る一時金支給月数の改善を要求してきた。しかし、人事委員会は、独自削減前の給与で公民比較することが基本として、削減前較差が極めて小さいことを理由に改定を見送った。独自削減前給与は、民間との比較で僅かではあるものの2000年以来のプラス較差となり、さらに、実際我々が手にしている独自削減後の給与は、厳しい民間給与より大きく下回っている実態にある。人事委員会があくまでも制度に固執するならば、民間よりも下回っている賃金をさらに引き下げる独自削減の停止勧告を行うことが最優先であり、こうした第三者機関としての役割を果たそうとしない人事委員会の姿勢に抗議する。
3． また、我々が一貫して反対してきた50歳台職員を中心とする「昇給・昇格制度の見直し」については、2013年1月1日から「55歳を超える職員における標準勤務成績者の昇給停止」と、「高位号俸から昇格した場合の号俸抑制」を内容とする勧告・報告を行った。若年層の民間より低い給与実態は長年放置しているにもかかわらず、高齢層職員の給与差だけに焦点をあてた制度の見直しを強行したことは、極めて大きな問題があり、強く抗議する。
4． 特地・準特地勤務手当の取扱いは、北海道の部局及び地域実態等を勘案した指定基準のあり方について、引き続き検討を進めていくこととなったが、今後も、拙速な結論は出さず、より北海道の実態を踏まえた算定要素の検討を行っていくことが必要である。その他、公務運営に関する報告では、「採用から退職までの視点に立った人事管理」や「その他の勤務環境に関する課題」、「公務員制度改革に関する動向」について触れられているが、特に、「採用から退職までの視点に立った人事管理」において、「女性登用の促進と職場環境の整備」として、女性職員が定年までを見据えたキャリアビジョンを描くことができるような環境の整備について言及しており、今後、道当局へ具体的な取り組みを進めていくよう強く求めていく。
5． 景気がなかなか上向かず、厳しい経済・雇用状況が続く北海道において、公務員労働者の給与決定が多くの民間労働者に波及し、延いては北海道経済に大きな影響を与えることが想定される。
今後、地公三者共闘会議は、道及び道教委に対し、道内経済への影響も十分考慮して道職員の給与決定を行うよう求めるとともに、人事委員会でさえも、長期にわたる独自削減を「異例」として、「適正な給与水準を確保すべき」とした要請をあらためて受け止めること、そして、厳しい生活を長期間にわたって強いられている組合員・家族の実態を考慮した誠意ある労使交渉を強く求め、諸要求の実現に向けた取り組みに組織の総力を挙げていく。
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